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高強度レーザー光を原子・分子に集光するとトンネルイオン化により電子が放出され、電

子波束の一部はレーザー電場の反転に伴って親イオンに衝突する。この現象は「再衝突」と

呼ばれており、高次高調波発生や非逐次二重イオン化過程、後方弾性散乱などの興味深い現

象が起こることが知られている。現在、再衝突における弾性散乱過程の散乱角度微分弾性散

乱断面積を光電子運動量分布から抽出する手法などが提案され[1]、実証研究が進んでいる。

他方で光電子運動量分布から再衝突散乱断面積の入射電子運動量依存性を含んだ弾性散乱断

面積（散乱角度と入射電子運動量）を精度よく決定する手法に関しては殆ど研究が行われて

おらず、CEP を制御することにより入射電子運動量を制御し、その断面積を系統的に測定す

る方法が唯一報告されているがその手法の定量的な評価は十分では無い[2]。そこでその定量

性を実験的に検証し評価することとした。 

本研究では高強度赤外パルス(波長 1.6 m, パルス幅 11-13 fs, CEP安定)を Xe 原子に集光

し光電子を飛行時間型光電子分光器(TOF)によりエネルギー分析した。入射光の偏向は TOF

分光器の軸と平行の条件で測定を行い、CEPを 0.1π毎にスキャンしてそれぞれ光電子スペク

トルの測定を行った。異なるレーザー波形を用いてほぼ重なる領域での再衝突運動量の断面

積を測定し比較し、更にその結果を一電子有効近似による後方散乱断面積の結果と比較する

ことによって定量性を評価した。 

光強度が 3.2x1013 W/cm2 (パルス幅 11 fs)と 3.4x1013 W/cm2(パルス幅 13 fs)の実験においては

再衝突時の電子運動量が同じならば同じ後方散乱断面積を示すことが分かり、また有効一電

子近似で求めた後方散乱断面積とも良く一致することが分かった。発表では、低強度で測定

した実験結果も同様の手法で検討し、断面積の導出方法の定量性と本手法の適応範囲につい

て議論する。 
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